

無線局の使用に関する覚書（案）

　国立研究開発法人情報通信研究機構総合テストベッド研究開発推進センター（以下「甲」という。）及び○○○株式会社○○○部（以下「乙」という。）は、次のとおり覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。本覚書は、令和〇年〇月〇日に締結された○○契約「○○○○」の推進にあたり、明記されていなかった無線従事者に関する取り決めを記載するものである。

（対象とする無線局）
第1条 　本覚書が対象とする無線設備は、甲が提供するＮＩＣＴ総合テストベッドに含まれる無線局（以下「甲の無線局」という。）とし、甲の無線局の諸元及び運用できる場所については、甲の無線局の無線局免許状のとおりとする。なお、無線局免許状に変更が生じた場合は変更後の記載に従う。

（無線従事者の選任の手続き）
第2条 　甲以外の契約当事者は、選任を希望する無線従事者の氏名等を記載した別紙１の「無線従事者の選解任願」及び「無線従事者免許証の写し」を添えて、選任希望日５営業日前までに甲に提出する。

（無線従事者の指定）
第3条 [bookmark: _Ref520464993][bookmark: _Hlk115185720]　甲は前号の規定にしたがって、甲以外の契約当事者の職員を甲の無線局の無線従事者として選任する。

（無線設備の操作）
第4条 　甲以外の契約当事者は、甲の無線局の技術操作に必要な無線従事者資格を有する者に、甲の担当者の指示の下、甲の無線局を操作させるものとする。

（従事者の変更の手続き）
第5条 　甲以外の契約当事者は、甲の無線局を操作する無線従事者に変更（追加選任又は解任）が生じる場合、変更希望日５営業日前までに別紙１の「無線従事者の選解任願」を甲に提出する。追加選任される者については「無線従事者免許証の写し」も添えるものとする。

（無線従事者の解任）
第6条 　本契約が終了した場合又は甲が無線局を廃止した場合には、甲は選任済みの無線従事者を解任する。この場合、甲以外の契約当事者は、別紙１の「無線従事者の選解任願」を甲に提出することを要しない。

（以下余白）

　以上、本契約締結の証として本書○通を作成し、契約当事者の記名捺印のうえ、各１通を保管する。なお、電子契約の場合は、本契約の電磁的記録を作成し、契約当事者の電子署名のうえ、各自その電磁的記録を保管する。

令和○年○月○日

	甲
	東京都小金井市貫井北町４丁目２番１号

	
	国立研究開発法人情報通信研究機構
総合テストベッド研究開発推進センター

	
	研究開発推進センター長
	○○　○○
	印



	乙
	（※住所を記載。契約当事者間で表記方法を統一）
	
	（※機関名・法人名・部署名を記載）
	
	（※役職）	（※氏名）	印



[bookmark: _Ref424128824]

別紙１
無線従事者の選解任願

　　令和　　年　　月　　日
国立研究開発法人情報通信研究機構
　殿

住　所　
機関名　
所　属　
氏　名　

下記に示す通り、当該無線局に当機関の無線従事者を選解任したいので、手続きをよろしくお願いします。

１　無線局の名称及び免許番号


２　当該無線局に選解任する理由



[bookmark: _Hlk113402004][bookmark: _Hlk113402066]３　選解任を希望する無線従事者（継続の者も記載）
	所　属
	主任
	ふ　り　が　な
	資　　格
	選任
希望日
	解任
希望日
	◎新規
○継続
×解任
	住所
（主任のみ記入）

	
	
	氏　　名
	免許証番号－免許の年月日
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